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問合せ先責任者 役職名  執行役員経理部長 氏名 遠藤 昭夫   ＴＥＬ (０３)３２５５－６９５１ 

中間決算取締役会開催日  平成１７年８月３０日 

親会社等の名称  近畿日本鉄道株式会社（コード番号：９０４１）    親会社等における当社の議決権所有比率 ４３．９％ 

米国会計基準採用の有無         無 

 
１．１７年６月中間期の連結業績（平成１７年１月１日～平成１７年６月３０日） 
(１) 連結経営成績            (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

１７年６月中間期 37,389 △13.0 △1,343 ― △1,112 ― 
１６年６月中間期 42,995 △7.8 △2,710 ― △2,995 ― 

１６年１２月期 93,558     1,862         1,831  

 

 中間(当期)純利益 １株当たり中間 
(当期 )純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 
１７年６月中間期 △1,616 ― △19.25     ―  
１６年６月中間期 6,085 ― 74.17     ―  

１６年１２月期 1,169      14.15     ―  

(注) ①持分法投資損益     １７年６月中間期 ５百万円  １６年６月中間期 ５６百万円  １６年１２月期 △１０９百万円 

  ②期中平均株式数(連結) １７年６月中間期 ８４,０１１,１８２株  １６年６月中間期 ８２,０４７,７６２株  １６年１２月期 ８２,６７８,６６９株 

 ③会計処理の方法の変更       無 

 ④営業収益、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(２) 連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
     百万円     百万円 ％  円  銭 
１７年６月中間期 129,848  16,582 12.8 196.69 
１６年６月中間期 156,557  23,652 15.1 286.16 

１６年１２月期 138,051  17,828 12.9 213.85 

(注) 期末発行済株式数(連結)  １７年６月中間期 ８４,３０８,２１４株  １６年６月中間期 ８２,６５４,０２７株 １６年１２月期 ８３,３６７,１９８株 
 
(３) 連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期  末  残  高 

     百万円     百万円     百万円     百万円 
１７年６月中間期 △8,019          △828          △194  42,920 
１６年６月中間期 △5,018         8,328         △141  49,491 

１６年１２月期  3,471         5,570        △3,411  51,960 
 

(４) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

 連結子会社数  ３３社   持分法適用非連結子会社数  ２社   持分法適用関連会社数   ５社 
 

(５) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

 連結(新規)   ０社   (除外)  １社   持分法(新規)   ０社   (除外)  ０社 
 
２．１７年１２月期の連結業績予想(１７年１月１日～平成１７年１２月３１日) 

 営 業 収 益 経 常 利 益 当期純利益 
 百万円 百万円 百万円 

通   期  86,000   2,100    1,200      

(参考)1株当たり予想当期純利益(通期)   １４円２３銭 

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報および将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在に

おける仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 

なお、上記業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の６ページを参照してください。 
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1．企業集団の状況 

 

当社の企業集団は、当社、連結子会社３３社、非連結子会社２社、関連会社６社およびその他の関係会社１社で構成され、その営んでいる主

要な事業内容は、次のとおりであります。なお、旅行部門とその他の部門には、株式会社ツーリストサービスおよび株式会社近畿日本ツーリスト沖

縄が重複しております。 

 

(旅行部門) 

当社、子会社の株式会社ツーリストサービスを中心として国内・海外の団体旅行ならびに、国内企画旅行「メイト」、海外企画旅行「ホリデイ」ブラ

ンドの旅行商品の企画販売を行っております。また、個人・グループに対しＪＲ券、国内・海外航空券、宿泊券等の販売を行っております。海外で

は子会社のＫＩＮＴＥＴＳＵ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＥＸＰＲＥＳＳ （Ｕ．Ｓ．Ａ．），ＩＮＣ．、ＫＩＮＴＥＴＳＵ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＥＸＰＲＥＳＳ （Ｏ

ＣＥＡＮＩＡ）ＰＴＹ.ＬＴＤ.、ＫＩＮＴＥＴＳＵ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＥＸＰＲＥＳＳ （ＥＵＲＯＰＥ）Ｂ．Ｖ．等が主に当社および国内会社が取り扱う海外

の団体旅行および海外企画商品の旅行者に対して到着地での各種サービスの提供を行うとともに、海外において航空券や旅行商品の販売等を

行っております。 

子会社２１社および関連会社２社が含まれており、子会社１９社を連結、非連結子会社２社および関連会社 1社に持分法を適用しております。 

 

(損害保険部門) 

Ｈ＆Ｍ ＩＮＳＵＲＡＮＣＥ ＨＡＷＡＩＩ, ＩＮＣ.、ＧＲＩＦＦＩＮ ＩＮＳＵＲＡＮＣＥ ＣＯ.,ＬＴＤ.が海外で損害保険の再保険引受事業を行っておりま

す。 

子会社２社すべてを連結しております。 

 

(その他の部門) 

ホテル業、タクシー業、人材派遣業、物品販売業、情報処理サービス業、旅行関連サービス業の事業を行っております。ホテル、情報処理サ

ービス、人材派遣および旅行関連サービスは、当社および当企業集団内の子会社、関連会社も顧客としております。 

子会社１４社および関連会社４社が含まれており、子会社１４社を連結、関連会社４社に持分法を適用しております。 
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事業系統図を示すと、次のとおりとなります。 

顧           客 

 
                                      
                                      旅行関連の総合的 

                                      サービス提供 

 

 

その他の関係会社 

  近畿日本鉄道㈱ 

子会社 

※１㈱ツーリストサービス 

 

子会社 

※１㈱近畿日本ツーリスト沖縄 

※１相鉄観光㈱ 

※２㈱大阪簡保旅行友の会 

※２㈱関東簡保旅行会 

関連会社 

※３㈱ツーリスト 

子会社 

※１㈱イベントアンドコンベンションハウス 
※１ツーリストインターナショナル 

アシスタンスサービス㈱ 
※１㈱ツーリスト関西事務センター 

※１㈱ツーリスト中部事務センター 

※１㈱近畿日本ツーリスト 

東京事務センター 
※１㈱近畿日本ツーリスト情報システム 
※１㈱ツーリストビジネスサポート 

※１㈱ツーリストサービス北海道 

※１㈱ツーリストエキスパーツ 

 

 

 

 

子会社 

※１㈱ケイアイイーワールド 

             統 括 

 
 

子会社 

※１北交大和タクシー㈱ 

※１㈱箱根高原ホテル 

※１㈱奥日光高原ホテル 

関連会社 

※３蔵王中央ロープウェイ㈱ 

※３沖縄観光開発㈱ 

※３近鉄観光㈱ 

 
 
 
 

 
損害保険会社 

 

           再保険申込 

 

子会社 

※１Ｈ＆Ｍ ＩＮＳＵＲＡＮＣＥ ＨＡＷＡＩＩ,  

ＩＮＣ． 

※１ＧＲＩＦＦＩＮ ＩＮＳＵＲＡＮＣＥ  

ＣＯ．，ＬＴＤ． 

 
 

子会社 

※１㈱ケイアイイーチャイナ 

※１㈱ホリデイツアーズミクロネシア 

※１㈱ユナイテッドツアーズ 

子会社 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(CANADA)INC. 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(SINGAPORE)PTE.LTD. 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(EUROPE)B.V. 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS G.m.b.H. 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(FRANCE)S.A.R.L. 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(SPAIN)S.A. 

※１KINTETSU REISEBÜRO 

G.m.b.H. 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(ITALIA)S.R.L. 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(OCEANIA)PTY.LTD. 

※１HOLIDAY  TOURS 

    MICRONESIA(GUAM),INC. 

※１PACIFIC DEVELOPMENT INC. 

近 
畿 

日 

本 

ツ 

ー 

リ 

ス 

ト 

株 

式 

会 

社 

 

関連会社 

※３TK PACIFIC INC． 

乗車券等旅行

関連商品の相

互提供 

 
 
 
 
 
旅行商品の 

提供 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
顧客の送客 

 
 
 
 
 
 
 
旅行傷害保険

申込 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
旅行商品の 

提供 

 
 
 
 
 
土産物販売  

 
 
 
 
 
 
 
 
代行業務の 

提供 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
海外旅行地上

手配の役務  

提供 

子会社 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(U.S.A.),INC. 

 

※１ 連結子会社 

※２ 非連結子会社で持分法適用会社 

※３ 関連会社で持分法適用会社 
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２．経 営 方 針 

 

(１) 経営の基本方針 

当社グループは、「旅行業を中核とした旅行関連事業を通して社会の繁栄に貢献する」という経営基本理念のもと活動の舞台を世界に広げ

イベント・コンベンション・コングレス（以下「ＥＣＣ」）を中心としたソリューション営業と、カスタマー・リレーションシップ・マネジメント（顧客との良

好な関係づくり、以下「ＣＲＭ」）の実践により、お客さまとの信頼関係を深め、お客さまのニーズに合わせたプロデュースをすることで新しい価

値を創造していきます。 

 

(２) 利益配分に関する基本方針 

当社グループは、株主への利益還元を経営の最重要政策として位置付けており、積極的な営業施策とローコスト経営を推進中であります。

第６７期は第５７期以来の復配を実施致しましたが、今後は構造改革戦略に加え新たな成長戦略を推進することにより、安定配当のできる経

営体質の確立に努めてまいります。 

 

(３) 目標とする経営指標 

旅行業界の市場環境が大きく変化すると同時に、テロ等の国際情勢、自然災害などのリスクが増大する中で、当社グループ全体の最優先

課題は、安定的利益を創出できる体質の構築にあります。したがって、基本である営業利益を重視した経営を進めてまいります。 

 

(４) 中長期的な経営戦略 

 ステークホルダーの期待に応えるべく、安定的に利益を確保できる体質強化に向けて、組織運営形態や費用構造の抜本的な見直しに加

えグループ会社のあり方等、変化の激しい企業環境に即応できる柔軟で筋肉質の企業グループを追求してまいります。 

① 旅行部門 

成長戦略として、「お客さまの視点」にたった施策を推し進めてまいります。個人旅行においては、当社グループの持つネットワークを強

みに、店頭を基点としたお客さまが求める「店づくり」、「商品づくり」を進めるとともに他社とのアライアンスを進め販売の拡大を図ります。ま

た、団体旅行においては、現在進めている企業、自治体、教育市場、宗教市場等に対しＥＣＣを切り口とした「ソリューション営業」の更なる

深耕と、地域の顕在需要を取込む「地域密着営業」を展開してまいります。 

こうした活動を通じて、旅行業を核とした新しい事業領域の広がりが期待できるプロデュース業へ転換を図ります。 

 

② 損害保険部門 

海外における再保険引受事業においては、保険料率の自由化、再保険マーケットの動向等に左右されますので、保険行政等に注意を

払いながら経営を推し進めてまいります。  

 

③ その他の部門 

ホテル業においては、安心、安全を第一義とし、当社グループの組織力を生かした営業力の強化により経営を推し進めてまいります。そ

の他の事業におきましても、事業領域を明確にすると同時に、グループの総合力を活かして各種事業の営業活動を相互に支援するととも

に各業種間での人材の適正配置等により経営資源の効率的活用に努めてまいります。 

 

(５) 対処すべき課題 

旅行業においては、個人旅行部門の「メイト」「ホリデイ」のブランド力の強化や、Ｅビジネス分野への積極的な展開および店舗コンセプトを

明確にした販売ネットワークの増強、他社とのアライアンスを並行して進め、売上の拡大・利益構造の改革を進めます。また、団体旅行部門で

はＥＣＣへの取り組み強化のため、ソリューション営業の深耕、情報・ノウハウの共有化、人材の育成および他業種とのアライアンスの強化等

により、営業構造の転換を図ってまいります。 

損害保険業においては、リスクヘッジを最優先課題とし、再保険マーケットの動向等にも注意を払いながら安定経営を行ってまいります。 

その他の事業においても、事業の見直しをはじめ、各社のミッションを明確にし、グループ利益の最大化を図ってまいります。 
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(６) コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 

当社は、国内外の法令遵守および企業倫理の定着が経営の根幹であり、透明度の高い公正な経営体制の構築を重要課題と考え、コーポ

レートガバナンスの充実に取り組んでおります。 

当社は、監査役制度を採用しております。従来から社外取締役および社外監査役を選任し、広範な見地からの意見を経営に反映させると

ともに経営監視機能の充実を図っております。現任の取締役のうち１名、監査役のうち３名がこれに該当し、監査役については半数以上が社

外監査役となっております。当社と社外取締役との関係については、その者が取締役に就任している関係会社との間で定型的な営業取引を

行っております。 

なお、取締役については、任期を１年とし経営責任の明確化を図っております。 

組織の面では、監査役会および監査役監査に関する事務を行う専任部署として監査役室を、内部監査を行う専任部署として経営監査室を

設置しております。また、取締役および監査役等の報酬額決定の透明性向上を図るため、報酬諮問委員会を設置しております。 

このほか、コンプライアンス部会およびリスク管理部会からなるコンプライアンス・リスクマネジメント委員会を設置し、企業倫理綱領とコンプ

ライアンス・ガイドラインを制定するなどにより、コーポレートガバナンスの充実に努めております。 

 

(７) 親会社等に関する事項 

① 親会社等の商号等 

親会社等 属性 
親会社等の 

議決権所有割合 

親会社等が発行する株券が 

上場されている証券取引所等 

 

近畿日本鉄道株式会社 

上場会社が他の会社の 

関連会社である場合におけ

る当該他の会社 

 

４３．９％ 

（９．２％） 

株式会社東京証券取引所市場第一部 

株式会社大阪証券取引所市場第一部 

株式会社名古屋証券取引所市場第一部 

（注）親会社等の議決権所有割合欄の（ ）内は、間接被所有割合で内数であります。 

 

② 親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係 

近畿日本鉄道株式会社は、当社の議決権総数の４３．９％を保有する当社の「その他の関係会社」であります。同社の役員等（３名）が当

社の取締役１名、監査役２名を兼任しておりますが、事業活動や経営判断においては自主独創が尊重されております。  

 

③ 親会社等との取引に関する事項 

近畿日本鉄道株式会社との取引の内容は、旅行部門において同社の乗車券類の受託販売を行っております。 

また、同社グループ各社間でのキャッシュ・マネジメント・システム（ＣＭＳ）に参加しており、当中間連結会計期間末の同社への預け金残

高は１００億円であります。 
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３．経営成績および財政状態 

 

(１) 経営成績 

① 当中間期の概況 

当上半期の旅行業界は、海外旅行者数がゴールデンウィークの日並びの良さなどもあり順調に回復したものの、国内旅行は微増にとど

まり、本格的な回復には至らない企業環境のうちに推移しました。 

当社におきましては、開催中の「２００５年日本国際博覧会（愛知万博）」の入場券および関連旅行の販売に全社を挙げて取り組み、所期

の成果を上げております。また、創立５０周年を迎え、「カタチにします。ときめき・キラメキ・おもてなし」をキーワードに掲げ、記念事業とし

て「美しい日本の『歩きたくなるみち』５００選」（日本ウオーキング協会主管、国土交通省後援）にちなんだ観光振興支援事業を展開いたし

ました。そして自治体に観光客誘致コンテストへの参加を呼びかけ、多数の応募の中から「みなと横浜とっておきスポット（渚と街）を巡るみ

ち」等を「地域ブランディング大賞」に選定いたしました。また、「日本・イタリア交流の翼」「まつりインハワイ」「沖縄ストリートスタイルフェステ

ィバル」を周年記念イベントとして実施いたしました。 

組織面では、当社グループの中長期の中国戦略の立案を行うため中国事業開発部を新設いたしました。 

営業面では、同業他社との協業体制の構築および異業種とのアライアンスによる新ビジネスの創出を目指すプラットフォーム戦略の一

環として、株式会社読売旅行、株式会社南海国際旅行等との販売提携を行ったほか、インターネットによる宿泊予約システム「楽宿」や携

帯電話を活用した新システム「カシャ旅予約」を開始するなど、Ｅビジネス分野にも積極的に取り組みました。また、「日本再発見」キャンペ

ーンを継続実施するなど国内旅行の販売強化に努めました。 

なお、平成１７年４月１日付の改正旅行業法施行に伴い、同日付で当社旅行業約款を改正いたしました。 

当社グループにおきましては、量販店への軽装備店舗の新設等により店舗網の拡充を推し進めました。国際航空券販売においては、

中部国際空港の開港に備え営業強化を図った結果、中部地区の業績が順調に伸長いたしました。なお、拡大する中国市場に対応するた

め北京に当社全額出資の独資旅行社設立の申請をしておりましたが、７月に中国国家旅游局から設立同意書を取得いたしました。 

こうした活動の結果、当中間連結会計期間の業績は、営業収益３７３億８９百万円、営業損失１３億４３百万円、経常損失１１億１２百万円、

中間純損失は１６億１６百万円となりました。 

 

② 通期の見通し 

下半期の旅行業界は、原油価格の上昇や、テロ事件などの政情不安が海外旅行に与える影響が懸念され、緩やかながら回復傾向にあ

る国内景気の動きに連動して需要の拡大が期待できるものの予断を許さない状況と思われます。 

このような企業環境のなか当社は、プラットフォーム戦略を積極的に推進し、業容と販売の拡大を図ってまいります。国内旅行では好評

を博している愛知万博の販売に引き続き取り組むほか、重点販売宿泊機関を定め集中販売に努めてまいります。ホリデイ「熟年海外特選

旅行」においては、「安全カルテ」の無料配付等により「安心・快適・充実」をキーワードにした旅を提供してまいります。また、ＥＣＣを中心と

するプロデュース業の一環として、米国での「アーリークリスマスパーティー」と銘打ったディズニーランド貸切イベントや知的障害者の参加

によるアートフェスティバル「ハーモニックコンサート」の開催、「まつりイン台湾」、そして沖縄の民俗芸能を一同に集結させる「RYUKYU 民

族の祭典」等の自主イベントに取り組むほか、国際チャーター便を使用した企画を引き続き設定してまいります。さらに、Ｅビジネス分野の

旅行販売におきましては、「楽宿」や「カシャ旅予約」の一層の展開を図ってまいります。 

また、顧客情報と予約記録を連動させる電子カルテや、多様なオプショナルツアーに対応する新ホリデイシステムの導入など、ＣＲＭの

推進や業務を効率化するためのシステム投資を進めてまいります。 

当社グループといたしましては、各社の事業の見直しをはじめ、ミッションを明確にし、グループ価値の最大化を図ってまいります。部門

別では、損害保険業部門においてはリスクヘッジを最優先課題とし、再保険マーケットの動向に注意を払いながら安定経営を進めてまいり

ます。また、その他事業部門のホテル業においては安心、安全を第一義とし、当社グループの組織力を生かした営業力の強化により経営

を推し進めてまいります。 

平成１７年連結会計年度における当社グループの業績は、こうした需要創造を図る積極的な営業施策と合わせ、徹底したローコスト経営

を推進し、営業収益８６０億円（対前年増減率△８．１％）、経常利益２１億円（対前年増減率１４．７％）、当期純利益１２億円（対前年増減率

２．６％）を見込んでおります。なお、平成１６年１月から４月までのクラブツーリズム事業部門の実績を差引いた後の対前年増減率は営業

収益で△３．５％、経常利益で３６．３％、当期純利益で３６．４％となります。 

 

 



 ７

(２) 財政状態 

① 当中間期のキャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、未精算旅行券及び仕入債務の減少等に伴い△８０億１９百万円とな

りました。また、投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得による支出等で△８億２８百万円となりました。財務活動によるキャッ

シュ・フローは、配当金支払等で△１億９４百万円となり、その結果、現金及び現金同等物の当中間期末残高は４２９億２０百万円となりまし

た。 

 

② キャッシュ・フロー指標 

平成 17年 12月期 平成 16年 12月期 平成 15年 12月期  

中 間 中 間 期 末 中 間 期 末 

株主資本比率（％） 12.8  15.1  12.9  5.5  10.5 

時価ベースの株主資本比率（％） 19.0  18.1  15.3  15.2  12.9 

債務償還年数(年)     ―     ― 0.4     ―     ― 

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍)     ―     ―  25.1     ―     ― 

(注)株主資本比率：株主資本/総資産 

   時価ベースの株主資本比率：株式時価総額/総資産 

   債務償還年数：借入金/営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー/利息の支払額 

   ※各指標の算出は、連結ベースの財務数値によっております。 

   ※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

   ※営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。 

   ※平成１５年中間期・期末期、平成１６年中間期および平成１７年中間期は、営業キャッシュ・フローがマイナスであるため、

債務償還年数およびインタレスト・カバレッジ・レシオの記載はしておりません。 

 

(３) 事業等のリスク 

当社グループの事業その他に関するリスクについて投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には次のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は現時点において当社グループが判断したものです。 

① 経営成績の変動要因について 

景況悪化による個人消費の落ち込み、天候、市場環境の変化などに起因し、取扱人員や売上高に影響を受けることがあり、当社グルー

プの経営成績が変動することがあります。 

 

② インターネットを活用した直販化の進展による影響 

航空会社・宿泊施設等や異業種のインターネットによる直販化の進展により、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

③ 海外旅行に潜在するリスク 

現代は国際テロ、新興感染症の集団発生など、これまでと違ったリスクが発生しています。これらの影響により海外旅行が減少し、当社

グループの経営成績が変動することがあります。 

 

④ オンライン端末の故障による影響 

旅行に係わる予約・発券等については、オンライン端末に依存している部分が多く、予期せぬ故障により、お客さまとの信頼関係に影響

を及ぼす可能性があります。 

 

⑤ 個人情報管理について 

当社グループはお客さまの個人情報を保有しています。個人情報漏洩防止に関しては、情報セキュリティーポリシーを策定し、個人情

報保護方針のもと細心の注意を払っていますが、万が一この個人情報が漏洩したとき、これらが社会問題化し信用の低下を招いた場合、

当社グループの財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑥ 自然災害に関するリスク 

わが国は、頻度や程度を予測することが難しい地震、台風、豪雨、噴火といった自然災害の影響を受けやすい環境にあります。また、他

国においても同様の自然災害が起こる可能性があります。予想を超える重大な自然災害が発生し、旅行実施が困難な状況となった場合、

当社グループの財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 
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⑦ 為替変動による影響について 

当社グループの海外旅行における地上費（ホテル代等）取引は、大半が米ドルをはじめとする外国通貨による決済となっています。地上

費取引における契約時と決済時の為替変動による外国為替リスクに対しては、原則として先物為替予約を用いてヘッジしていますが、今

後の外国為替の変動により、当社グループの財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑧ 公的規制に関するリスク 

当社グループでは、事業活動を展開する各国において、様々な公的規制を受けています。これらの規制により、当社グループの活動が

制限される可能性や、コストの増加を招く可能性があり、当社グループの財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑨ 他社との提携関係におけるリスク 

当社グループはお客さまのニーズの変化に対応して様々な商品・サービスを提供するため、必要に応じて他社と提携を行っています。

他社との提携は双方の経営資源を有効に活用し、タイムリーに新商品等を開発するうえで有効な手段であると当社グループは考えていま

す。しかしながら、財政状態やその他の理由により、当事者間で利害の不一致が生じた場合には、提携を維持できなくなる可能性がありま

す。当社グループが既存の提携を維持できなくなった場合や将来において必要な提携を確立できなかった場合には、当社グループの財

政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑩ 退職給付費用に関するリスク 

日本の株式市場が今後低迷した場合には、当社グループの年金資産の価値が減少する可能性があります。かかる株式市場の低迷によ

り、追加的な年金資産の積み増しが必要になったり、年金に関する費用が増加したりする可能性があります。同様に、金利その他の数理

計算上の前提に変化が生じた場合にも、当社グループの財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑪ 訴訟に関するリスク 

当社グループは事業に関して訴訟を提起される可能性があります。訴訟の内容によっては、多額な支払が要求されたり、事業活動が制

限される可能性があります。重大な訴訟は、当社グループの財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑫ 有価証券の時価変動リスク 

当社グループでは、売買を目的とした有価証券は保有しておりませんが、様々な理由により、売却可能な有価証券を保有しています。こ

れらの有価証券のうち、時価を有するものについては、全て時価にて評価されており、市場における時価の変動は、当社グループの財政

状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑬ 事業運営に関するリスク 

運営リスクは当社グループの事業に内在しているものであり、例えば、事業中断、情報システムのトラブル、法令違反、ヒューマンエラー、

従業員による不正、外部の者による詐欺等様々なリスクが考えられます。これらの出来事により、当社グループの社会的評価が低下し、ま

たは、事業の運営効率が阻害されるといった損失が発生する可能性があります。当社グループの経営陣はこのリスクを管理し、一定程度

に抑えるよう努力していますが、これらの管理手法にもかかわらず、当社グループが損失を被る可能性があります。 
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４．中間連結財務諸表等 

 

(1) 中間連結貸借対照表 

  
当中間連結会計期間末 

(平成17年６月30日) 

前中間連結会計期間末 

(平成16年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成16年12月31日) 

区分 
注記 
番号 金額(百万円) 

構成比 
(％) 金額(百万円) 

構成比 
(％) 金額(百万円) 

構成比 
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金 ※１  32,978   40,564   40,510  

２ 預け金   10,000   9,500   12,000  

３ 受取手形及び 
  営業未収金 

  20,182   24,500   21,105  

４ 未収手数料   7,934   8,601   8,564  

５ 未渡クーポン   2,373   ―   1,041  

６ 有価証券 ※１  1,199   1,150   2,250  

７ たな卸資産   232   269   235  

８ 団体前払金   10,394   10,092   9,445  

９ 前払費用   1,572   882   910  

10 繰延税金資産   435   1,191   488  

11 その他   1,177   3,909   2,364  

12 貸倒引当金   △92   △166   △94  

流動資産合計   88,388 68.1  100,495 64.2  98,822 71.6 

Ⅱ 固定資産           

(1) 有形固定資産           

１ 建物  9,590   26,108   9,555   

減価償却累計額  △6,224 3,365  △10,900 15,207  △6,126 3,429  

２ 土地   4,667   8,016   4,671  

３ その他  3,866   5,277   3,744   

減価償却累計額  △2,911 954  △4,187 1,089  △3,028 715  

有形固定資産 
合計 

  8,986 6.9  24,313 15.5  8,816 6.4 

(2) 無形固定資産           

１ ソフトウェア   2,084   2,164   2,059  

２ ソフトウェア仮勘定   1,507   ―   787  

３ その他   148   205   165  

無形固定資産 
合計 

  3,741 2.9  2,369 1.5  3,012 2.2 

(3) 投資その他の資産           

１ 投資有価証券 
※１ 
※３  16,904   17,782   15,439  

２ 長期貸付金   1,291   950   1,400  

３ 差入保証金   6,940   7,248   7,027  

４ 繰延税金資産   476   280   696  

５ その他 ※１  4,206   4,223   3,913  

６ 貸倒引当金   △1,088   △1,107   △1,076  

投資その他の 
資産合計 

  28,731 22.1  29,378 18.8  27,400 19.8 

固定資産合計   41,459 31.9  56,061 35.8  39,229 28.4 

資産合計   129,848 100.0  156,557 100.0  138,051 100.0 
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当中間連結会計期間末 

(平成17年６月30日) 

前中間連結会計期間末 

(平成16年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成16年12月31日) 

区分 
注記 
番号 金額(百万円) 

構成比 
(％) 金額(百万円) 

構成比 
(％) 金額(百万円) 

構成比 
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 短期借入金   1,055   4,181   1,079  

２ 営業未払金   11,058   ―   14,278  

３ 未払金   4,146   20,820   6,363  

４ 未払法人税等   353   7,679   220  

５ 預り金   26,537   31,969   25,356  

６ 未精算旅行券   39,703   39,127   42,282  

７ 団体前受金   13,316   14,328   13,239  

８ 賞与引当金   308   873   800  

９ その他   3,337   2,751   2,376  

流動負債合計   99,817 76.9  121,732 77.8  105,999 76.8 

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金   610   682   610  

２ 退職給付引当金   7,426   7,525   8,153  

３ 繰延税金負債   2,284   2,118   2,113  

４ その他   2,353   188   2,471  

固定負債合計   12,675 9.7  10,514 6.7  13,349 9.7 

負債合計   112,492 86.6  132,247 84.5  119,348 86.5 

(少数株主持分)           

少数株主持分   773 0.6  657 0.4  874 0.6 

(資本の部)           

Ⅰ 資本金   7,579 5.8  7,579 4.8  7,579 5.5 

Ⅱ 資本剰余金   3,456 2.7  3,342 2.1  3,418 2.5 

Ⅲ 利益剰余金   1,630 1.3  8,743 5.6  3,406 2.4 

Ⅳ その他有価証券 
 評価差額金 

  5,765 4.4  5,977 3.8  5,526 4.0 

Ⅴ 為替換算調整勘定   268 0.2  245 0.2  261 0.2 

Ⅵ 自己株式   △2,117 △1.6  △2,235 △1.4  △2,364 △1.7 

資本合計   16,582 12.8  23,652 15.1  17,828 12.9 

負債、少数株主 
持分及び資本合計 

  129,848 100.0  156,557 100.0  138,051 100.0 

           

 

 

 

 

 

 

 



 １１

（２）中間連結損益計算書 

  
当中間連結会計期間 

(平成17年１月１日から 
平成17年６月30日まで) 

前中間連結会計期間 

(平成16年１月１日から 
平成16年６月30日まで) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比 

(％) 
金額(百万円) 

百分比 
(％) 

金額(百万円) 
百分比 

(％) 

Ⅰ 営業収益   37,389 100.0  42,995 100.0  93,558 100.0 

Ⅱ 営業費用 ※１  38,732 103.6  45,705 106.3  91,696 98.0 

営業利益又は 
営業損失(△) 

  △1,343 △3.6  △2,710 △6.3  1,862 2.0 

Ⅲ 営業外収益           

１ 受取利息  143   126   194   

２ 受取配当金  78   27   112   

３ 持分法による 
  投資利益 

 5   56   ―   

４ 為替差益  24   ―   ―   

５ その他  69 320 0.8 184 395 0.9 247 553 0.5 

Ⅳ 営業外費用           

１ 支払利息  69   101   138   

２ 持分法による 
  投資損失 

 ―   ―   109   

３ 為替差損  ―   469   141   

４ その他  20 89 0.2 109 680 1.6 196 585 0.6 

経常利益又は 
経常損失(△) 

  △1,112 △3.0  △2,995 △7.0  1,831 1.9 

Ⅴ 特別利益           

１ 敷金返還益  13   ―   ―   

２ 投資有価証券売却益  ―   20   50   

３ 営業譲渡益 ※５ ―   18,229   18,186   

４ その他  3 17 0.0 15 18,265 42.5 98 18,335 19.6 

Ⅵ 特別損失           

１ 会計基準変更時差異  14   ―   ―   

２ 固定資産売却損  ―   0   ―   

３ 固定資産除却損 ※２ 25   84   120   

４ 事業整理損失 ※６ ―   ―   13,110   

５ 減損損失 ※４ ―   ―   1,367   

６ 投資有価証券評価損  ―   ―   31   

７ 厚生年金代行返上損  ―   2,232   2,232   

８ 前期損益修正損  ―   74   ―   

９ その他 ※３ 14 54 0.1 179 2,571 6.0 476 17,340 18.5 

税金等調整前中間 
(当期)純利益又は 
税金等調整前中間 
純損失(△) 

  △1,149 △3.1  12,698 29.5  2,825 3.0 

法人税、住民税 
及び事業税 

 333   7,629   782   

過年度法人税等  ―   ―   950   

法人税等調整額  277 611 1.6 △930 6,699 15.5 △216 1,516 1.6 

少数株主利益又は 
少数株主損失(△) 

  △143 △0.4  △86 △0.2  138 0.1 

中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△) 

  △1,616 △4.3  6,085 14.2  1,169 1.3 

           



 １２

（3）中間連結剰余金計算書 

  
当中間連結会計期間 

(平成17年１月１日から 
平成17年６月30日まで) 

前中間連結会計期間 
(平成16年１月１日から 
平成16年６月30日まで) 

前連結会計年度 
(平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   3,418  5,283  5,283 

Ⅱ 資本剰余金増加高        

１ その他資本剰余金  ―  1,447  1,447  

２ 自己株式処分差益  37 37 ― 1,447 76 1,523 

Ⅲ 資本剰余金減少高        

１ 資本準備金  ―  1,447  1,447  

２ 欠損填補による 
資本準備金減少高 

 ― ― 1,940 3,388 1,940 3,388 

Ⅳ 資本剰余金中間期末 
   (期末)残高 

  3,456  3,342  3,418 

        

(利益剰余金の部)        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   3,406  672  672 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１ 中間(当期)純利益  ―  6,085  1,169  

２ 連結子会社減少による 
剰余金増加高 

 ―  44  696  

３ 欠損填補による 
利益剰余金増加高 

 ― ― 1,940 8,071 1,940 3,805 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１ 配当金  159  ―  ―  

２ 役員賞与  ―  0  ―  

３ 中間純損失  1,616  ―  ―  

４ 連結子会社減少による 
剰余金減少高 

 ― 1,776 ― 0 1,073 1,073 

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
   (期末)残高 

  1,630  8,743  3,406 
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書 

  

 
当中間連結会計期間 

 
(平成17年１月１日から 
平成17年６月30日まで) 

 
前中間連結会計期間 

 
(平成16年１月１日から 
平成16年６月30日まで) 

前連結会計年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

    

１ 税金等調整前中間(当期) 
  純利益又は税金等調整前 
  中間純損失(△) 

 
 

△1,149 12,698 2,825 

２ 減価償却費  626 909 1,900 

３ 固定資産売却損益及び 
  除却損 

 23 83 119 

４ 投資有価証券売却損益 
  及び評価損 

 ― △20 △18 

５ 退職給付引当金の増減額  △726 1,722 1,891 

６ 賞与引当金の増減額  △492 280 202 

７ 貸倒引当金の増減額  10 △18 △44 

８ 受取利息及び受取配当金  △222 △154 △306 

９ 支払利息  69 101 138 

10 持分法による投資損益  △5 △56 109 

11 為替差損  28 10 1 

12 未収手数料及び 
 売上債権の増減額 

 104 △1,734 511 

13 未精算旅行券及び 
 仕入債務の増減額 

 △5,855 △9,536 2,733 

14 未払金の減少額  △2,201 ― △6,292 

15 預り金の増減額  1,178 3,780 △678 

16 団体前受金の増加額  73 5,805 4,920 

17 団体前払金の増減額  △952 1,448 1,972 

18 営業譲渡益  ― △18,229 △18,186 

19 減損損失  ― ― 1,367 

20 事業整理損失  ― ― 13,110 

21 その他  1,448 △1,230 △265 

小計  △8,042 △4,139 6,012 

22 利息及び配当金の受取額  233 145 305 

23 利息の支払額  △67 △111 △145 

24 法人税等の支払額  △142 △912 △2,700 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △8,019 △5,018 3,471 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

    

１ 定期預金の預入 
  による支出 

 ― △573 △592 

２ 定期預金の払戻 
  による収入 

 ― 574 589 

 
 
 
 
 

    



 １４

  

 
当中間連結会計期間 

 
(平成17年１月１日から 
平成17年６月30日まで) 

 
前中間連結会計期間 

 
(平成16年１月１日から 
平成16年６月30日まで) 

前連結会計年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

３ 国債の償還による収入  1,049 ― ― 

４ 投資有価証券の取得 
  による支出 

 △837 △318 △319 

５ 投資有価証券の売却 
  による収入 

 ― 43 138 

６ 固定資産の取得 
  による支出 

 △1,580 △1,395 △5,507 

７ 固定資産の売却 
  による収入 

 11 37 2,095 

８ 債権の売却による収入  ― ― 1,199 

９ 短期貸付金の純増減額  △0 0 0 

10 長期貸付けによる支出  △26 △23 △482 

11 長期貸付金の回収 
 による収入 

 157 129 206 

12 供託金の返還による収入  2,806 ― ― 

13 供託金の支払による支出  △2,588 △2,659 △2,726 

14 営業譲渡による収入  ― 12,599 9,856 

15 子会社株式の取得 
 による収入 

※２ ― ― 916 

16 子会社株式の売却 
 による支出 

 ― ― △132 

17 その他  179 △85 328 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △828 8,328 5,570 

Ⅲ 財務活動による 
 キャッシュ・フロー 

    

１ 短期借入金の純増減額  19 △126 △3,386 

２ 長期借入金の返済 
  による支出 

 △44 △6 △9 

３ 自己株式・子会社の所有する 
  親会社株式増加額 

 
 

△8 △6 △13 

４ 親会社による配当金 
の支払額 

 △159 ― ― 

５ 少数株主への配当金 
の支払額 

 △1 ― △1 

６ その他  ― △1 ― 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △194 △141 △3,411 

Ⅳ 現金及び現金同等物 
に係る換算差額 

 2 △87 △81 

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の増減額 

 △9,040 3,080 5,549 

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 51,960 46,521 46,521 

Ⅶ 連結範囲の変更に伴う 
現金及び現金同等物の減少額 

 ― △111 △111 

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※１ 42,920 49,491 51,960 

     
 
 
 
 



 １５

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

 

当中間連結会計期間（平成１７年１月１日から平成１７年６月３０日まで） 

該当事項はありません。 

 

前中間連結会計期間（平成１６年１月１日から平成１６年６月３０日まで） 

該当事項はありません。 

 

前連結会計年度（平成１６年１月１日から平成１６年１２月３１日まで） 

該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 １６

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結の範囲に関する事項 

(１) 連結子会社数は３３社であります。 

 連結子会社名は、本添付書類の３ページ「事業系統図」に記載しておりますので記載を省略しております。 

 株式会社ホテルサンフラワー札幌は、清算結了したため連結の範囲から除いております。 

(２) 非連結子会社の株式会社大阪簡保旅行友の会および株式会社関東簡保旅行会はいずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、中間

 損益および利益剰余金等は、中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため連結の範囲から除外しております。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

(１) 非連結子会社２社および関連会社５社に対する投資について持分法を適用しております。 

非連結子会社および関連会社で持分法適用会社名は、本添付書類の３ページ「事業系統図」に記載しておりますので記載を省略しており

ます。 

(２) 持分法を適用していない非連結子会社および関連会社は 1社であります。 

   株式会社ツーリスト京葉は、休眠会社であり重要性が乏しいため、持分法の適用範囲から除外しております。 

 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

(１) 株式会社ツーリストサービスの中間決算日は６月３０日、相鉄観光株式会社の中間決算日は９月３０日、その他の連結子会社の 中間決算日

は３月３１日であります。 

(２) 中間連結財務諸表作成にあたっては、相鉄観光株式会社以外の連結子会社については、同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結

 決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。相鉄観光株式会社については、中間連結決算日現

 在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

(１) 重要な資産の評価基準および評価方法 

① 有価証券 

 その他有価証券 

 時価のあるもの………中間決算末日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。 

なお、評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定しております。 

 時価のないもの………総平均法による原価法により評価しております。 

② たな卸資産 

 先入先出法による原価法により評価しております。 

(２) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 主として当社および国内連結子会社は、定率法を採用しております。なお、耐用年数および残存価額については、主として法人税法

に規定する方法と同一の基準によっております。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)については、定額法を

採用しております。また、在外連結子会社は、主に定額法を採用しております。 

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、耐用年数については、主として法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

ただし、自社利用のソフトウェアについては各社における利用可能期間に基づく定額法を採用しております。 

(３) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率法、貸倒懸念債権および破産更生債権等は財務内容評価法で計上しており

ます。 

② 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払いに充てるため、支給見込額のうち当中間連結会計期間に対応する見積額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 

主に従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当中間連結会

計期間末において発生していると認められる額を計上しております。なお、連結子会社については、主として簡便法を適用しておりま

す。 

会計基準変更時差異については、当社および株式会社ツーリストサービスは１５年による按分額で費用処理し、その他の子会社は主

として一括費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５～１０年）による

按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しております。 

過去勤務債務については、発生年度の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による按分額を発生の翌連結会計年

度より費用処理しております。 

 

 



 １７

(４) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。 

 

(５) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約取引および通貨オプション取引を行うこととしております。 

ヘッジ対象 

主に海外旅行費用(ホテル代等)の外貨建債務としております。 

③ ヘッジ方針 

将来の為替レートの変動リスクをヘッジすることを目的として、実需の範囲内で行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時およびその後も継続して、相場変動又はキャッシュ・フロー

変動を完全に相殺するものと見込まれるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。 

(６) その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

① 収益の計上基準 

各種旅行券取扱手数料については発券時に計上し、団体旅行取扱手数料については旅行終了時に計上しております。 

② 消費税等の会計処理方法 

主として税抜方式によっております。 

 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 



 １８

会計方針の変更 

当中間連結会計期間 

平成１７年 １月 １日から 

平成１７年 ６月３０日まで 

前中間連結会計期間 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年 ６月３０日まで 

前連結会計年度 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年１２月３１日まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当連結会計年度から「固定資産の減損に

係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成１４年８月９日））および「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成１５年１０月３１日 企業会

計基準適用指針第６号）が平成１６年１２月３１

日に終了する連結会計年度に係る連結財務

諸表から適用できることになったことに伴い、

当連結会計年度から同会計基準および同適

用指針を適用しております。この処理に伴う

当連結会計年度の損益に与えている影響額

は、特別損失として１，３６７百万円計上して

おります。 

 

 

 

表示方法の変更 

当中間連結会計期間 

平成１７年 １月 １日から 

平成１７年 ６月３０日まで 

前中間連結会計期間 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年 ６月３０日まで 

（中間連結貸借対照表） 

当中間連結会計期間において、勘定科目をより明瞭に表示するた

め、資産科目の「受取手形及び顧客未収金」について、顧客より申込

みがあった企画旅行や航空券等のクーポン券のうち、顧客へ未渡し

のクーポン券額を計上する「未渡クーポン」と、それ以外の売上債権

である「受取手形及び営業未収金」に区分掲記しております。また、負

債科目の「未払金」については、仕入債務の「営業未払金」とその他

諸経費の債務を計上する「未払金」に区分掲記しております。 

なお、前中間連結会計期間末の残高は、未渡クーポン２，２２９百万

円、受取手形及び営業未収金２２，２７１百万円、営業未払金８，９５０

百万円、未払金１１，８６９百万円であります。 

（中間連結損益計算書） 

前中間連結会計期間まで特別損失の「その他」に含めて表示して

おりました「会計基準変更時差異」については、特別損失の総額の 

１００分の１０超となったため、当中間連結会計期間より区分掲記して

おります。 

なお、前中間連結会計期間における「会計基準変更時差異」の金

額は１４百万円であります。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

営業活動によるキャッシュ・フローの「未払金の減少額」は前中間連

結会計期間は、「未精算旅行券及び仕入債務の増減額」に含めて表

示しておりましたが、当中間連結会計期間において中間連結貸借対

照表の表示方法の変更に伴い区分掲記しております。 

なお、前中間連結会計期間の「未精算旅行券及び仕入債務の増減

額」に含まれている「未払金の減少額」は７，７８０百万円であります。 

 

  

  



 １９

追 加 情 報 

当中間連結会計期間 

平成１７年 １月 １日から 

平成１７年 ６月３０日まで 

前中間連結会計期間 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年 ６月３０日まで 

前連結会計年度 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年１２月３１日まで 

（外形標準課税制度の影響） 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成１５年法律第９号）が平成１５年３月３１日に

公布され、平成１６年４月１日以後に開始する

事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当中間連結会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（平成１６年２月１３日企業会計基準委員

会 実務対応報告第１２号）に従い法人事業

税の付加価値割および資本割については、

営業費用に計上しております。この結果、営

業費用が８６百万円増加し、営業損失、経常

損失および税金等調整前中間純損失が８６

百万円増加しております。 

 

 

 

（退職給付会計） 

提出会社が母体となる近畿日本ツーリスト

厚生年金基金は、確定給付企業年金法の施

行に伴い、厚生年金基金の代行部分につい

て、平成１６年１月１日に厚生労働大臣から将

来分支給義務免除の認可を受けました。それ

に伴い「退職給付会計に関する実務指針（中

間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委

員会報告第１３号）第４７－２項に定める経過

措置を適用し、当該将来分返上認可の日に

おいて代行部分に係る退職給付債務と年金

資産を消滅したものとして会計処理しており

ます。本処理に伴う当中間連結会計期間に

おける損益に与えている影響額は、厚生年

金代行返上損として特別損失に２，２３２百万

円計上しております。また、当中間連結会計

期間末日現在において測定された返還相当

額（最低責任準備金）は８，６１２百万円であり

ます。 

 

（厚生年金基金の代行返上） 

提出会社が母体となる近畿日本ツーリスト

厚生年金基金は、確定給付企業年金法の施

行に伴い、厚生年金基金の代行部分につい

て、平成１６年１月１日に厚生労働大臣から将

来分支給義務免除の認可を受け、平成１７年

１月１日に過去分返上の認可を受けておりま

す。それに伴い「退職給付会計に関する実務

指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計

制度委員会報告第１３号）第４７－２項に定め

る経過措置を適用し、当該将来分返上認可

の日において代行部分に係る退職給付債務

と年金資産を消滅したものとして会計処理し

ております。本処理に伴う当連結会計年度の

損益に与えている影響額は、特別損失として 

２，２３２百万円計上しております。なお、当連

結会計年度末において測定された返還相当

額（最低責任準備金）は８，５５５百万円であり

ます。 

  また、提出会社は年金受給者のみを対象

とする閉鎖適格退職年金制度を有しておりま

したが、当連結会計年度において年金受給

者への給付を終了し制度を終了いたしまし

た。これに伴い、未認識会計基準変更時差異

および未認識数理計算上の差異を一括償却

しており、当連結会計年度に与えている影響

額は、特別損失として７１百万円計上しており

ます。 



 ２０

注 記 事 項 

 

（中間連結貸借対照表関係） 

当中間連結会計期間末 

（平成１７年６月３０日現在） 

前中間連結会計期間末 

（平成１６年６月３０日現在） 

前連結会計年度末 

（平成１６年１２月３１日現在） 

※１．

 

２．

※３．

 

４．

担保に供している資産 

預金              ５３２百万円 

投資有価証券     ２，７８６百万円 

 

保証債務           ５８百万円 

有価証券消費賃貸契約に基づく貸付投

資有価証券 

             １，０５５百万円 

偶発債務 

当社および連結子会社のＰＡＣＩＦＩＣ 

ＤＥＶＥＬＯＰＭＥＮＴ ＩＮＣ（以下、ＰＤＩ

社）は、平成１６年１２月のＳＡＩＰＡＮ  

ＨＯＴＥＬ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ株式の

譲渡に伴い同社の現地少数株主より

忠実義務違反等による損害賠償請求

等訴訟を北マリアナ諸島連邦の上級

裁判所に提訴され、現在係争中であり

ます。平成１７年６月３０日時点におい

て、訴状に対する認否、反論の答弁書

の提出等の手続が完了し、文書提出

の手続が続行しております。今後、証

言、審理となり判決が下りる予定となっ

ております。なお、訴状において損害

賠償請求金額は明示されておりませ

ん。 

判決を得る場合には数年を要する

見込みですが、当社およびＰＤＩ社は、

原告の主張に対して積極的に反論し

ていきます。現段階で当社グループの

財政状態および経営成績に重大な影

響を与える見込みはないと考えており

ます。 

※１．

 

２．

※３．

４．

担保に供している資産 

預金              ４７７百万円 

有価証券        １，１５０百万円 

投資有価証券     ８，０７５百万円 

保証債務           ２８０百万円 

有価証券消費賃貸契約に基づく貸付投

資有価証券 

              １，０００百万円 

 

※１．

 

 

 

２．

※３．

４．

担保に供している資産 

預金              ４９２百万円 

投資有価証券      ２，４９４百万円 

 

 

有価証券消費賃貸契約に基づく貸付投

資有価証券 

               ９８２百万円 

偶発債務 

提出会社および連結子会社のＰＡＣ

ＩＦＩＣ ＤＥＶＥＬＯＰＭＥＮＴ ＩＮＣ（以

下、ＰＤＩ社）は、平成１６年１２月のＳＡＩ

ＰＡＮ ＨＯＴＥＬ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ

株式の譲渡に伴い同社の現地少数株

主より忠実義務違反等による損害賠償

請求等訴訟を北マリアナ諸島連邦の

上級裁判所に提訴され、現在係争中

であります。平成１７年２月８日時点に

おいて、訴状に対する認否、反論の答

弁書の提出まで手続が完了しており、

今後、文書提出、証言、審理となり判決

が下りる予定となっております。なお、

訴状において損害賠償請求金額は明

示されておりません。 

  判決を得る場合には数年を要する

見込みですが、提出会社およびＰＤＩ

社は、原告の主張に対して積極的に反

論していきます。現段階で当社グルー

プの財政状態および経営成績に重大

な影響を与える見込みはないと考えて

おります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ２１

（中間連結損益計算書関係） 

当中間連結会計期間 

平成１７年 １月 １日から 

平成１７年 ６月３０日まで 

前中間連結会計期間 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年 ６月３０日まで 

前連結会計年度 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年１２月３１日まで 

※１． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２． 

 

 

 

 

 

 

 

※３． 

 

 

 

 

４． 

 

 

営業費用のうち主要な費用および金額

は次のとおりであります。 

給料手当等      １８，４８５百万円 

退職給付費用      ２，７８２百万円 

不動産賃借・維持費  ３，５１３百万円 

電算機維持費      １，３７７百万円 

販売諸経費       ９，０７５百万円 

諸税             ３７０百万円 

減価償却費         ６２６百万円 

貸倒引当金繰入額    １０３百万円 

固定資産除却損の主な内訳は次のとお

りであります。 

有形固定資産 

  建物            ２０百万円 

有形固定資産 

その他            ５百万円 

 

 

特別損失・その他の主な内訳は次のと

おりであります。 

役員退職慰労金      １３百万円             

※１． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２． 

 

 

 

 

 

 

 

※３． 

 

 

 

 

４． 

営業費用のうち主要な費用および金額

は次のとおりであります。 

給料手当等      １９，１４５百万円 

退職給付費用      ３，０２９百万円 

不動産賃借・維持費  ４，２８７百万円 

電算機維持費      ２，８６８百万円 

販売諸経費      １１，４３４百万円 

諸税             ２８６百万円 

減価償却費         ９０９百万円 

 

固定資産除却損の主な内訳は次のとお

りであります。 

有形固定資産 

  建物            １０百万円 

有形固定資産 

その他           ６３百万円 

無形固定資産 

ソフトウェア       １０百万円 

特別損失・その他の主な内訳は次のと

おりであります。 

役員退職慰労金     １６４百万円 

退職給付会計基準変更時差異 １４百万円 

 

※１． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２． 

 

 

 

 

 

 

 

※３． 

 

 

 

 

※４． 

 

営業費用のうち主要な費用および金額

は次のとおりであります。 

人件費         ４４，５５４百万円 

不動産賃借・維持費  ８，１５６百万円 

電算機維持費      ３，３７３百万円 

販売諸経費      ２７，３５５百万円 

諸税             ５５１百万円 

減価償却費       １，９００百万円 

 

 

固定資産除却損の主な内訳は次のとお

りであります。 

有形固定資産 

  建物           ２６百万円 

有形固定資産 

その他           ８４百万円 

無形固定資産 

ソフトウェア       １０百万円 

特別損失・その他の主な内訳は次のと

おりであります。 

適格年金終了損      ７１百万円 

役員退職慰労金     １６４百万円 

前期損益修正損     １７４百万円 

減損損失 

当社グループは、以下の資産グル

ープについて減損損失を計上しまし

た。   

用途 種類 場所 

営業店舗

等 

土地 

建物 

器具備品 

西日本 

カンパニー 

他（5件） 

厚生施設 

（社宅・寮など） 

土地 

建物 

器具備品 

福岡寮 

他（4件） 

遊休地 

 

土地 

建物 

岡山土地 

岡山県岡山市

他（10件） 

（経緯） 

土地の取得価額に対する時価の著

しい下落や、営業損益が悪化し短期的

な業績回復が見込まれないことなどに

より、減損損失を認識しました。  

（減損損失の金額） 

種     類 
金    額 

（百万円） 

建 物 ２６７ 

器 具 備 品 ４５ 

土 地 ９６９ 

リ ー ス 資 産 ８４ 

合 計 １，３６７  

 

 



 ２２

当中間連結会計期間 

平成１７年 １月 １日から 

平成１７年 ６月３０日まで 

前中間連結会計期間 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年 ６月３０日まで 

前連結会計年度 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年１２月３１日まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．

 

 

６．

 

 

 

 

 

 

 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．

 

 

６．

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※５． 

 

 

※６． 

 

（グルーピングの方法） 

提出会社は原則として管理会計単位

であるカンパニー単位でグルーピング

し、土地保有店舗に関しては、店舗単位

としました。共用資産、遊休資産につい

ては各物件単位でグルーピングしまし

た。連結子会社については、会社単位と

しました。 

（回収可能価額の算定方法等） 

回収可能価額はカンパニー、店舗お

よび連結子会社については使用価値ま

たは正味売却可能価額を適用し、共用

資産・遊休資産については正味売却可

能価額を適用しております。なお、使用

価値については将来キャッシュ・フロー

を５％で割り引いて算出しており、正味

売却可能価額については、不動産鑑定

評価額もしくは、固定資産税評価額を基

準としております。 

営業譲渡益 

クラブツーリズム事業部門の営業譲渡

等によるものであります。 

事業整理損失 

株式会社ホテルサンフラワー札幌、株

式会社ホテルポポロ東京、ＳＡＩＰＡＮ Ｈ

ＯＴＥＬ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮの譲渡によ

り、ホテル事業部門から一部撤退に伴い

発生した損失であり、その内訳は次のと

おりであります。 

固定資産売却損     ６，０４０百万円 

関係会社株式評価損    ９４６百万円 

関係会社株式売却損  ５，９８３百万円 

その他の損失         １４１百万円 

合計       １３，１１０百万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ２３

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当中間連結会計期間 

平成１７年 １月 １日から 

平成１７年 ６月３０日まで 

前中間連結会計期間 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年 ６月３０日まで 

前連結会計年度 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年１２月３１日まで 

※１． 

 

 

 

 

 

 

２． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５. 

 

 

 

 

 

 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 ３２，９７８百万円 

預入期間が３ヶ月を越える定期預金    △５８百万円 

預け金         １０，０００百万円 

現金及び現金同等物 ４２，９２０百万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１． 

 

 

 

 

 

 

２．

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５. 

 

 

 

 

 

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 ４０，５６４百万円 

預入期間が３ヶ月を越える定期預金   △５７３百万円 

預け金          ９，５００百万円 

現金及び現金同等物  ４９，４９１百万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１． 

 

 

 

 

 

 

※２． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５. 

 

 

現金及び現金同等物の期末残高と連 

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

現金及び預金勘定 ４０，５１０百万円 

預入期間が３ヶ月を越える定期預金   △５５０百万円 

預け金         １２，０００百万円 

現金及び現金同等物  ５１，９６０百万円 

株式の取得により新たに連結子会社と 

なった会社の資産および負債の内訳 

株式の取得により新たに連結したこと

に伴う連結開始時の資産および負債

の内訳並びに株式の取得価額と取得

のための支出（純額）との関係は次

のとおりであります。 

相鉄観光株式会社 

（平成１６年１２月２４日現在） 

 流動資産          １,２３６百万円 

 固定資産           ３４０百万円 

 連結調整勘定      △２６百万円 

 流動負債       △９４５百万円 

 固定負債       △４６０百万円 

 少数株主持分    △１７百万円 

 同社株式の取得価額  △１２７百万円 

同社の現金及び現金同等物          

   １，０４３百万円 

差引同社取得による収入 ９１６百万円 

株式の売却により連結子会社でなくな 

った会社の資産および負債の内訳 

ＳＡＩＰＡＮ ＨＯＴＥＬ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ 

（平成１６年９月３０日現在） 

 流動資産             ３７６百万円 

 固定資産          ８，３９６百万円 

  資産合計         ８，７７３百万円 

 流動負債          １，４２３百万円 

 固定負債          ３，０２０百万円 

  負債合計         ４，４４３百万円 

第三者割当増資により連結子会社で

なくなった会社の資産および負債の内

訳 

クラブツーリズム株式会社 

（平成１６年３月３１日現在） 

 流動資産             ５０１百万円 

 固定資産             ２３６百万円 

  資産合計           ７３７百万円 

 流動負債             ５２７百万円 

固定負債              ８０百万円 

  負債合計           ６０７百万円 

営業の譲渡により減少した資産および 

負債の内訳 

クラブツーリズム事業部門 

（平成１６年４月３０日現在） 

 流動資産         ２２，８０３百万円 

 固定資産          １，４０９百万円 

  資産合計        ２４，２１３百万円 

 流動負債         １８，００３百万円 

  負債合計        １８，００３百万円 

 

 



 ２４

当中間連結会計期間 

平成１７年 １月 １日から 

平成１７年 ６月３０日まで 

前中間連結会計期間 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年 ６月３０日まで 

前連結会計年度 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年１２月３１日まで 

６. 

 

 ６.  

 

 

 

 

 

 

 

 

６. 

 

営業の譲渡により減少した資産および

負債の内訳 

株式会社ホテルサンフラワー札幌 

（平成１６年９月３０日現在） 

 流動資産             ２１２百万円 

 固定資産          １，０９２百万円 

  資産合計         １，３０５百万円 

 流動負債             ４０百万円 

 固定負債             ８７４百万円 

  負債合計          ９１４百万円 

 

 

 

 

 

 



 ２５

５．リ ー ス 取 引 

当中間連結会計期間 

平成１７年 １月 １日から 

平成１７年 ６月３０日まで 

前中間連結会計期間 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年 ６月３０日まで 

前連結会計年度 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年１２月３１日まで 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額および

中間期末残高相当額 

 
取 得 

価 額 

相当額 

減  価

償  却

累計額

相当額 

減  損

損  失

累計額

相当額 

中 間 

期 末 

残 高 

相当額 

百万円 百万円 百万円 百万円 産

・

建

物 

有
形
固
定
資 

６９ １７ ― ５２ 

産

・
そ

の
他 

有
形
固
定
資 

４，４２８ ３，０６６ １ １，３６１ 

ウ

ェ

ア 

産

・

ソ

フ

ト 

無

形

固

定

資 

６８７ ３７９ ― ３０８ 

合計 ５，１８６ ３，４６２ １ １，７２２ 

 

（２）未経過リース料中間期末残高相当額および

リース資産減損勘定期末残高 

１年以内           １，１４３百万円 

１ 年 超            ６１６百万円 

合 計          １，７６０百万円 

リース資産減損勘定期末残高 １百万円 

※上記リース資産減損勘定期末残高の他に、

注記省略取引に係わる減損勘定期末残高 

６０百万円を計上しております。 

 

（３）支払リース料､リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額お

よび減損損失 

 ①支払リース料           ７０２百万円 

 ②リース資産減損勘定の取崩額   ０百万円 

 ③減価償却費相当額       ６７６百万円 

 ④支払利息相当額          ２１百万円 

 ⑤減損損失                 ―百万円 

※上記リース資産減損勘定の取崩額の他に、

注記省略取引に係わる減損勘定の取崩額 

２０百万円を計上しております。 

 

（４）減価償却費相当額の算定方法  
リース期間を耐用年数とし、残存価 額を

零とする定額法によっております。 

 

（５）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当

額の差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については､利息法によっております。 

 

２.オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

  １ 年 以 内           ４６百万円 

  １ 年 超           ４８百万円 

  合    計            ９５百万円 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取引 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および中間期末残高相当額 

 

 
取 得 

価 額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中 間 

期 末 

残 高 

相 当 額 

百万円 百万円 百万円 産

・

建

物 

有
形
固
定
資 

３９ ２８ １１ 

産

・
そ

の
他 

有
形
固
定
資 

４，８４６ ３，０３９ １，８０６ 

ウ

ェ

ア 

産

・

ソ

フ

ト 

無

形

固

定

資 

８８２ ４５０ ４３１ 

合計 ５，７６７ ３，５１８ ２，２４９ 

 

（２）未経過リース料中間期末残高相当額 

 

１年以内           １，１２５百万円 

１ 年 超          １，２０１百万円 

合 計          ２，３２７百万円 

 

 

 

 

 

（３）支払リース料､減価償却費相当額および

支払利息相当額 

 

 ①支払リース料         ８０９百万円 

 ②減価償却費相当額    ８２９百万円 

 ③支払利息相当額      ３０百万円 

 

 

 

 

 

 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

 

（５）利息相当額の算定方法 
同左 

 

 

 
２.    

１.リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額および

期末残高相当額 

 
取 得 

価 額 

相当額 

減  価

償  却

累計額

相当額 

減  損

損  失

累計額

相当額 

期 末 

残 高 

相当額 

百万円 百万円 百万円 百万円 産

・

建

物 

有
形
固
定
資 

１２８ ６２ １ ６３ 

産

・
そ

の
他 

有
形
固
定
資 

４，００４ ２，６８６ ― １，３１８ 

ウ

ェ

ア 

産

・

ソ

フ

ト 

無

形

固

定

資 

７５８ ３９７ ― ３６１ 

合計 ４，８９２ ３，１４６ １ １，７４４ 

 

（２）未経過リース料期末残高相当額およびリー

ス資産減損勘定期末残高 

１年以内           １，０１７百万円 

１ 年 超            ７９５百万円 

合 計          １，８１２百万円 

リース資産減損勘定期末残高  １百万円 

 

 

 

 

（３）支払リース料､リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、 支払利息相当額お
よび減損損失 

 ①支払リース料         １，４０９百万円 

 ②リース資産減損勘定の取崩額    ―百万円 

 ③減価償却費相当額    １，３９９百万円 

 ④支払利息相当額         ５５百万円 

 ⑤減損損失              １百万円 

※上記減損損失の他に、注記省略取引に係わ 

  る減損損失８２百万円を計上しております。 

 

 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

 

（５）利息相当額の算定方法 

同左 

 

 

 

２.オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

  １ 年 以 内            ４６百万円 

  １ 年 超            ７２百万円 

  合    計           １１８百万円 



 ２６

６．有 価 証 券 

当中間連結会計期間（平成１７年１月１日から平成１７年６月３０日まで） 

 

(１) その他有価証券で時価のあるもの 

種   類 取得原価 
中間連結貸借対照表 
計   上   額 

差   額 

 百万円 百万円 百万円 
株  式 
債  券 

４，３４８ 
１，１９９ 

１４，５５５ 
１，１９９ 

１０，２０６ 
０ 

合   計 ５，５４８ １５，７５５ １０，２０６ 
（注） 減損にあたっては、時価が取得原価に比し５０％以上下落した場合は減損処理を実施し、３０％以上５０％未満下落した場合は、

時価の回復可能性の判定を行い減損処理の要否を決定しております。 

 
(２) 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

種   類 
中間連結貸借対照表 
計   上   額 

その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を除く） 
子会社株式及び関連会社株式 

百万円 
９３５ 

１，４１４ 
合   計 ２，３４９ 

 
前中間連結会計期間（平成１６年１月１日から平成１６年６月３０日まで） 

 

(１) その他有価証券で時価のあるもの 

種   類 取得原価 
中間連結貸借対照表 
計   上   額 

差   額 

 百万円 百万円 百万円 
株  式 
債  券 

３，６２０ 
２，３４９ 

１４，３１３ 
２，３４９ 

１０，６９２ 
０ 

合   計 ５，９７０ １６，６６３ １０，６９２ 
（注） 減損にあたっては、時価が取得原価に比し５０％以上下落した場合は減損処理を実施し、３０％以上５０％未満下落した場合は、

時価の回復可能性の判定を行い減損処理の要否を決定しております。 

 
(２) 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

種   類 
中間連結貸借対照表 
計   上   額 

その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を除く） 
子会社株式及び関連会社株式 

百万円 
９９０ 

１，２７９ 
合   計 ２，２６９ 

 



 ２７

前連結会計年度（平成１６年１月１日から平成１６年１２月３１日まで） 

 

(１) その他有価証券で時価のあるもの 

種   類 取得原価 
連結貸借対照表 
計  上  額 

差   額 

 百万円 百万円 百万円 
株  式 
債  券 

３，５４６ 
２，２４９ 

１３，３２８ 
２，２５０ 

９，７８１ 
０ 

合   計 ５，７９５ １５，５７８ ９，７８２ 
（注） 減損にあたっては、時価が取得原価に比し５０％以上下落した場合は減損処理を実施し、３０％以上５０％未満下落した場合は、

時価の回復可能性の判定を行い減損処理の要否を決定しております。 

 
(２) 時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

種   類 
連結貸借対照表 
計  上  額 

その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を除く） 
子会社株式及び関連会社株式 

百万円 
８９２ 

１，２１９ 
合   計 ２，１１１ 

（注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のない株式について、３１百万円減損処理を行っております。 

 
 
 
 

７．デリバティブ取引 

 

当中間連結会計期間、前中間連結会計期間および前連結会計年度においてヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しておりま

す。 



 ２８

８．セグメント情報 
(１) 事業の種類別セグメント情報 

当中間連結会計期間（平成１７年１月１日から平成１７年６月３０日まで） 

 
旅行業 損害保険業 その他事業 計 

消去 
又は全社 

連 結 

営業損益 
営業収益 

(１)外部顧客に対する 
営業収益 

百万円 
 

３５，５４４ 
 

百万円 
 

７４０ 
 

百万円 
 

１，１０５ 
 

百万円 
 

３７，３８９ 
 

百万円 
 
― 

 

百万円 
 

３７，３８９ 
 

(２)セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

３１ ― ２，５２３ ２，５５５ (２，５５５) ― 

計 ３５，５７６ ７４０ ３，６２９ ３９，９４５ (２，５５５) ３７，３８９ 
営業費用 ３７，０９１ ５５５ ３，６３６ ４１，２８２ (２，５４９) ３８，７３２ 

営業利益又は営業損失(△) △１，５１４ １８４ △７ △１，３３７ (５) △１，３４３ 

(注) １．事業区分は、事業の種類・性質の類似性等の観点から３つに区分しております。 

 ２．その他事業には、ホテル業、タクシー業、人材派遣業、物品販売業、情報処理サービス業、旅行関連サービス業が含まれて 

  おります。 

  ３．前連結会計年度まで「ホテル業」を区分掲記しておりましたが、事業規模縮小の結果、重要性がなくなったため当中間連結会

計期間より「その他事業」 に含めて表示しております。 

 ４．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(５４０百万円)の主なものは親会社本社の経理部門等管理 

 部門に係る費用であります。 

 

前中間連結会計期間（平成１６年１月１日から平成１６年６月３０日まで） 

 
旅行業 ホテル業 損害保険業 その他事業 計 

消去 
又は全社 

連 結 

営業損益 
営業収益 

(１)外部顧客に対する 
営業収益 

百万円 
 

３９，０８３ 
 

百万円 
 

１，２８４ 
 

百万円 
 

１，１６１ 
 

百万円 
 

１，４６４ 
 

百万円 
 

４２，９９５ 
 

百万円 
 
― 

 

百万円 
 

４２，９９５ 
 

(２)セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

６３ ８８ ― ２，５３５ ２，６８７ (２，６８７) ― 

計 ３９，１４６ １，３７３ １，１６１ ４，０００ ４５，６８２ (２，６８７) ４２，９９５ 
営業費用 ４０，３４１ １，３６０ ８３０ ３，８８７ ４６，４１９ (７１４) ４５，７０５ 

営業利益又は営業損失(△) △１，１９４ １２ ３３１ １１３ △７３６ (１，９７３) △２，７１０ 

(注) １．事業区分は、事業の種類・性質の類似性等の観点から４つに区分しております。 

 ２．その他事業には、タクシー業、人材派遣業、物品販売業、情報処理サービス業、旅行関連サービス業が含まれております。 

 ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(８６９百万円)の主なものは親会社本社の経理部門等管理 

  部門に係る費用であります。 

 

前連結会計年度（平成１６年１月１日から平成１６年１２月３１日まで） 

 
旅行業 ホテル業 損害保険業 その他事業 計 

消去 
又は全社 

連 結 

営業損益 
営業収益 

(１)外部顧客に対する 
営業収益 

百万円 
 

８６，２０７ 

百万円 
 

２，６８０ 

百万円 
 

２，３２２ 

百万円 
 

２，３４８ 

百万円 
 

９３，５５８ 

百万円 
 
― 

百万円 
 

９３，５５８ 

(２)セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

△５５０ ２８２ ― ５，７４８ ５，４８０ (５，４８０) ― 

計 ８５，６５６ ２，９６３ ２，３２２ ８，０９６ ９９，０３９ (５，４８０) ９３，５５８ 
営業費用 ８４，８６９ ２，９０７ １，８０１ ７，５７０ ９７，１４７ (５，４５１) ９１，６９６ 

営業利益 ７８７ ５６ ５２１ ５２６ １，８９１ (２９) １，８６２ 

(注) １．事業区分は、事業の種類・性質の類似性等の観点から４つに区分しております。 

 ２．その他事業には、タクシー業、人材派遣業、物品販売業、情報処理サービス業、旅行関連サービス業が含まれております。 

 ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(１，５０８百万円)の主なものは、親会社本社の経理部門等 

  管理部門に係る費用であります。 



 ２９

(２) 所在地別セグメント情報 
当中間連結会計期間（平成１７年１月１日から平成１７年６月３０日まで） 

 
日本 北米 

その他 
の地域 

計 
消去又 
は全社 

連 結 

営業損益 
営業収益 

(１)外部顧客に対する 
営業収益 

百万円 
 

３３，６３１ 
 

百万円 
 

２，２０９ 

百万円 
 

１，５４８ 
 

百万円 
 

３７，３８９ 
 

百万円 
 
― 

百万円 
 

３７，３８９ 
 

(２)セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

６ ２５ ８２ １１５ (１１５) ― 

計 ３３，６３７ ２，２３４ １，６３１ ３７，５０４ (１１５) ３７，３８９ 

営業費用 ３５，６３４ １，８５８ １，２８７ ３８，７８１ (４８) ３８，７３２ 

営業利益又は営業損失(△) △１，９９６ ３７５ ３４３ △１，２７６ (６６) △１，３４３ 

(注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
 ２．本国以外の区分に属する主な国又は地域 

 北米       ……米国、カナダ、バミューダ 
 その他の地域 ……オセアニア、ヨーロッパ、ミクロネシア他 

 ３．前連結会計年度まで「ミクロネシア」を区分掲記しておりましたが、事業規模縮小の結果、重要性がなくなったため当中間連結 
 会計期間より「その他の 地域」に含めて表示しております。 

 ４．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(５４０百万円)の主なものは、親会社本社の経理部門等管 
 理部門に係る費用であります。 

 
前中間会計期間（平成１６年１月１日から平成１６年６月３０日まで） 

 
日本 

ミクロ 
ネシア 

北米 
その他 
の地域 

計 
消去又 
は全社 

連 結 

営業損益 
営業収益 

(１)外部顧客に対する 
営業収益 

百万円 
 

３８，３６７ 
 

百万円 
 

８８１ 
 

百万円 
 

２，６６５ 

百万円 
 

１，０８０ 
 

百万円 
 

４２，９９５ 
 

百万円 
 
― 

百万円 
 

４２，９９５ 
 

(２)セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

６６ １４ ６７ １５ １６３ (１６３) ― 

計 ３８，４３３ ８９６ ２，７３３ １，０９５ ４３，１５８ (１６３) ４２，９９５ 

営業費用 ４０，９８０ ８１３ ２，０２９ １，０４１ ４４，８６４ ８４０ ４５，７０５ 

営業利益又は営業損失(△) △２，５４７ ８２ ７０３ ５４ △１，７０６ (１，００３) △２，７１０ 

(注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
 ２．本国以外の区分に属する主な国又は地域 

 ミクロネシア  ……グアム、サイパン 
 北米      ……米国、カナダ、バミューダ 
 その他の地域……オセアニア、ヨーロッパ他 

 ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(８６９百万円)の主なものは、親会社本社の経理部門等管 
  理部門に係る費用であります。 

 
前連結会計年度（平成１６年１月１日から平成１６年１２月３１日まで） 

 
日本 

ミクロ 
ネシア 

北米 
その他 
の地域 

計 
消去 
又は全社 

連 結 

１．営業損益 
営業収益 
(１)外部顧客に対する 
営業収益 

百万円 
 

８４，８２８ 

百万円 
 

１，２６０ 

百万円 
 

５，３２９ 

百万円 
 

２，１４０ 

百万円 
 

９３，５５８ 

百万円 
 
― 

百万円 
 

９３，５５８ 

(２)セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

△４９５ ５８６ ２２７ １２４ ４４３ (４４３) ― 

計 ８４，３３３ １，８４６ ５，５５７ ２，２６４ ９４，００１ (４４３) ９３，５５８ 

営業費用 ８３，３９０ １，７６９ ４，５１８ ２，１１１ ９１，７８９ （９３） ９１，６９６ 

営業利益 ９４２ ７７ １，０３８ １５３ ２，２１２ （３４９) １，８６２ 

(注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
 ２．本国以外の区分に属する主な国又は地域 

 ミクロネシア   ……グアム、サイパン 
 北米       ……米国、カナダ、バミューダ 
 その他の地域 ……オセアニア、ヨーロッパ他 

 ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(１，５０８百万円)の主なものは、親会社本社の経理部門等 
  管理部門等に係る費用であります。 
  

(３) 海外営業収益 
当中間連結会計期間、前中間連結会計期間および前連結会計年度における、海外営業収益は連結営業収益の１０％未満のた

め、記載を省略しております｡ 

 

 



 ３０

９.１株当たり情報 

当中間連結会計期間 

平成１７年 １月 １日から 

平成１７年 ６月３０日まで 

前中間連結会計期間 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年 ６月３０日まで 

前連結会計年度 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年１２月３１日まで 

１株当たり純資産額       １９６．６９円 

１株当たり中間純損失      １９．２５円 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純

利益については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

１株当たり純資産額       ２８６．１６円 

１株当たり中間純利益      ７４．１７円 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純

利益については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

１株当たり純資産額       ２１３．８５円 

１株当たり当期純利益      １４．１５円 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

 

（注） １株当たり中間（当期）純利益または中間純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
当中間連結会計期間 

平成１７年 １月 １日から 

平成１７年 ６月３０日まで 

前中間連結会計期間 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年 ６月３０日まで 

前連結会計年度 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年１２月３１日まで 

中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△)（百万円） 

△１，６１６ ６，０８５ １，１６９ 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 
利益処分による役員賞与金 

― ０ ― 

普通株式に係わる中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△)（百万円） 

△１，６１６ ６，０８５ １，１６９ 

期中平均株式数(千株) ８４，０１１ ８２，０４７ ８２，６７８ 

 

 

 

１０.重要な後発事象 

当中間連結会計期間 

平成１７年 １月 １日から 

平成１７年 ６月３０日まで 

前中間連結会計期間 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年 ６月３０日まで 

前連結会計年度 

平成１６年 １月 １日から 

平成１６年１２月３１日まで 

 

 

（ホテル事業の一部撤退について） 

提出会社は、経営資源の最適配分を推

進するため、平成１６年９月２２日開催の取

締役会において、当社グループで営んで

いるホテル事業のうち、「ホテルサンフラワ

ー札幌」、「ホテルポポロ東京」および「サイ

パンホテル」について、モルガン・スタンレ

ー・グループが運営する不動産投資ファン

ドが出資する特別目的会社への譲渡（平

成１６年１１月末までに譲渡予定）により撤

退することを決議し、同日、契約を締結しま

した。これにより、当事業年度において 

約１３０億円の特別損失の計上が見込まれ

ます。 

 

 

 


